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大学院経営学研究科における教育と教授法に関する一考察
梶原 豊
は じめ に一 大学 院経 営 学研 究科 の設 立 と体 験 一
高等商業学校,商 科大学 としての歴史を持つ大学が,1996年に大学院経営学研究科 を設立
した。そこで筆者が体験 したこと,そ して現在体験 している教育,教 授法に焦点 をあてて,大
学院経営学研究科における教育 と教授法 に関 しての私見 を整理 し,今後の有 り様 を展望 してみ
たい。
筆者の勤務する新設大学院の母体 となった大学は,私 学の高等商業学校 としての歴史を基盤
に した,わ が国においては有数の歴史のある大学ではあるが,大 学院設立にあたって,最 も重
要な教員が不足を していた。
そこで大学院設立準備段階において,文 部省(現 文部科学省)の 教員資格審査 において認定
されると思はれる業績のある教員(他 大学において定年退職 をした教員)を,特 任教授規定を
つ くり採用する等の過程があったqし か し,大学院設立の条件 を整えたものの,大学名,歴 史
(実績),教員,立 地条件等の何れをとっても,他 の伝統と,実績,ブ ラン ドカに優れた大学院
とは比較にならない条件の大学院であるため,何 を特色 とするかを考えねばならぬ状況にあっ
た。
大学院設立にあたっては,経営者団体,自 治体等の関係者の考 えを聴取するなど,相 当に幅
広 く,大学院に対する期待,要 望の把握 に努めたが,結 果的には,そ れらの要望に応え得る資
源を保有 していなかったため,わ れわれは 「生涯学習の場」と しての特色 を出す ことに決め,
「あらゆる人のスケジュールに対応する昼,夜,土 ・日曜 日開講」の大学院としてスター トす
ることに した。
また,広 く国際社会に開かれた生涯学習の場 として,積 極的に諸外国出身の留学生の受け入
れに努めた結果,現 在は修士課程在学者の約半数の学生は留学生 となっている。
生涯学習の場 としての大学院 としてス ター トしたため,さ まざまな職業に就いている者が学
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生 として入学 しているが,な かには再就職の準備,資 格取得を目的として入学する者,現 役の
経営者として活動 している者,引 退 した経営者が自己の経営者 としての体験を理論的に体系化
することを目的 として入学 して くるケース等 々と,学 生のキャリア,入学の動機,年 齢は多様
である。そ して,ア ジア諸国を中心 とした留学生がお り,学部からの進学者から定年々齢 を過
ぎた世代が学ぶ という生涯学習の場 に相応 しい学習の場になっていることは,大 学院設立時の
思いがある程度は実現 しているといえる。 しかし,大学院設立時の思いのある部分は具体化 し
ているとはいえ,学 生の基礎学力の不足,文 献研究に必要な英語,独 語,仏 語等の外国語能力
の不足,留 学生の日本語能力の不足お よび経済的問題等々と,教員 として,大 学院 として如何
に対応するか,学 生の要望 に応え得 る指導,教 授法等々と,解 決を求められる問題は少なくな
いo
新設の大学院と して,さ まざまな問題に直面 し,か つさまざまな問題に直面 しつつあるが,
特に,生 涯学習の場として,社 会人が大半を占める大学院経営学研究科に学ぶ学生は,多 様な
キャリアの学生 と多様 な進学の動機,学 習の目的を持 ってお り,ここでの教育のあ り方,効 果
的な教授法 として,ど の様 な方法があるかを考えねばならぬニーズは高いと考えている。
筆者が現在体験 している大学院教育の場は,筆者がかつて学生 として体験 した大学,ビ ジネ
ス ・スクール等 とは相当に異なる側面がある。
さらに,従 来のわが国の大学,大 学院とは相当に異なる側面を持っているであろうが,一 方
において,教 員 としては,筆 者がかつて体験 し,現在も体験 をする機会のある企業診断,経 営
者 ・管理者教育等での体験が大学院教育の場において活用できる場面が多々あ り,本稿におい
ては,社 会人大学院経営学研究科での教育,教 授法に関 して,筆 者は自身の職業上の体験をふ
まえて整理することにしたい。
1.大学院経営学研究科に対する期待 一設立時の ヒアリング調査から今 日に至るまで一
1)社会の期待
われわれが大学院の設立を考えた1980年代後半以降の社会の変化は速 く,社 会の変化に対
応 を求められる企業,自治体,その他のあらゆる組織が,リス トラクチャリング(restructuring),
リエ ンジニアリング(reengineehng)に取 り組んできたことは周知の通 りである。
環境変化への対応に追われる組織の状況 は,社会全体に種々の影響 を与えることになるが,
例えば,企 業の倒産による深刻な労働市場の動向,個 別企業が導入 した人事政策 によって発生
した労働移動,い わゆる終身雇用的な長期雇用慣行の変化,労 働市場の要求する職業能力の高
低,有 無が,雇 用機会に影響 を与えている状況等々 と,報道等によって,社 会全体 に職業能力
の重要性,能 力開発への関心が高 まり,それが社会人を対象に した大学院に対する期待 と大学
院存在のニーズ となって今 日に至っている。
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例えば,職 業能力の開発,向 上のニーズの一環 として,公 認会計士,税 理士,中 小企業診断
士,社 会保険労務士等々の資格所得 を目的 として経営学,商 学系の大学院への進学を考 える傾
向は今 日増々高まっている。特に,税 理士資格 に関しては,会計学,税 法関係科目を専攻する
ことによって,資 格試験の科 目が一部免除 される等の特典があ り,関係分野への進学希望者は
少なくない。
また,経 営改革,改 善がニーズとなっている地方自治体,病 院等の関係者が体系的に経営学
を学び,経 営手法の習得 を目的として大学院への進学を考 え,か つ実際に入学 して くるケース
も珍 しくない。
さらにすでに定年退職 をしているが企業経営者 としての体験を持 ち,自 分自身の体験を理論
的に整理 し,経営診断,改 善手法 を学び,発 展途上国での経営指導 をしたいという人生計画に
基づいて進学を希望 し,入学 してくるケースもある。
われわれの描いた生涯学習の場 としての大学院経営学研究科は,社 会動向を反映 してか,さ
まざまなキャリア ・バ ックグランドを持ち,職業生活設計,人生計画等に基づいて進学を考え,
実際に入学 して くる学生が中心になってお り,こ こでの期待は,今 後 ともに続 くものと思われ
る。
2)産業の期待
①経営者団体の期待
政治経済,社 会を構成する種々の組織は,環 境の変化に対応 して変化を求め られているが,
経営者団体 も例外ではない。
第二次大戦後(1945年)のわが国の産業 は,経 済四団体 といわれた経済団体連合会,日 本
経営者団体連盟,経 済同友会,日 本商工会議所が,そ れぞれの担当分野に関 しての発言 と行動
によって,政 治に影響を与 え,産 業全体,個 別企業の行動 に様 々な影響を与 えたてきた。その
経済四団体の うち,経 済団体連合会 と日本経営者団体連盟は,2002年5月に日本経済団体連合
会(JapanBusinessFederation)として統合されたが,両 団体が統合 した理由の一つに,新 た
な時代への対応があ り,新団体は 「「民主導の活力ある経済社会」 の実現に向け,個 人や企業
が十分に活力を発揮できる自由 ・公正 ・透明な市場経済体制 を確立 し,わが国経済ならびに世
界経済の発展を促進すること」 を使命 としている。そ して,同 団体 は第1回総会において 「わ
が国経済が当面する最大の課題 は,長 期にわたる停滞 と将来に対する閉塞感の打破であ り,官
民が下記の改革を進め,真 に民主導の経済社会システムを構築することが急務 となっている。
わが国に対す る国際的な信頼 を回復するためにも,改革の先送 りは許 されない」 と決議 してい
るが(2002年5月28日),同団体が総会において決議 した改革のテーマは,次 の諸点であ っ
た。
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(1)経営改革を進める
企業は,国 際競争力を強化すべ く,「選択 と集中」の経営 を推進 し,事業の再編,高 収
益部門への経営資源の効率的 ・重点的投入等を徹底する必要がある。(以下省略)。
(2)新たな事業,雇 用機会を創造する
企業は,新 たな需要の発掘 と雇用の拡大のため,リ スク ・テイクを恐れず,果 敢に新事
業 ・新産業の開拓や,他 国の企業が追随できない新技術,高 付加価値商品の開発 を進めな
ければならない。そのためには,産 学官の連携強化や,規 制改革の成果の積極的な活用が
重要である。政府は,科 学技術創造立国を目指 し産業技術政策や知的財産政策 を戦略的に
推進するとともに,大 学改革を含む教育改革:を進め,時 代の変化に対応で きる人材育成 シ
ステムを構築する必要がある。(以下省略)。
(3)国・地方を通 じた簡素で効率的な政府 を実現する
税や社会保険料の将来負担の増加に対する国民の不安 を払拭 していくためにも,政府は,
歳出構造,社 会保障,税 を一体 とした財政構造改革を進める必要がある。(以下省略)。
(4)地球環境問題の解決に取 り組む
地球環境問題は,人 類の将来 に関わる重要な課題であ り,経済 との両立 を図 りながら,
その解決に真剣に取 り組む必要がある。そこで,企 業は,環 境技術の革新,環 境 自主行動
計画の着実な実施に努めなければならない。(以下省略)。
(5)対外経済政策 を戦略的に推進する
貿易,投 資の一層の自由化に向け,政 府は,WTO新 ラウン ド交渉への取 り組みを強化
すると同時に,世 界的な潮流である二国間,地 域間の 自由貿易協定 を推進すべ きである。
(以下省略)。
(6)政治 と経済界の新たな関係を確立する
経済環境の急激な変化にあわせて,経 済,社 会の法的,制 度的な枠組みを機動的かつ大
胆に刷新 してい くためには,政 治のリーダーシ ップが不可欠であ り,従来にも増 して政治
と経済界 との間の意思疎通の強化が求め られる。(以下省略)。
以上がわが国を代表する経営者団体の考えであ り,団体 としての当面の行動計画であるとと
もに1),これらの各項目を具体化で きる人材,リ ーダーの育成 を大学,大 学院に期待 している
点が多々あることに注 目してお く必要がある。しか し,以上の経営者団体 の考 えのなかには,
従来か らの考 えもあ り,あ らたな環境への対応,早 急 に取 り組むための考 えも含 まれている。
例 えば,企 業は新 たな需要の発掘 と雇用の拡大のために産官学の連携強化,大 学改革を含む教
育改革,時 代の変化に対応で きる人材育成システムの構築等 に関 して,個 々の大学,大 学院は
如何 に取 り組むかを求めている。さらに大学院に対 しては,当 然のこととして,進 展するグロ
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一バ リゼーション,変化に対応できる産業人育成の場 として多 くを期待 してお り,個々の大学
院も経営者団体の期待に応え得る体制 を早急に整備すべ きニーズがあることは言 うまでもな
いo
②個別企業の期待
個 々の企業は,環 境変化に対応 しての リス トラクチ ャリングに取 り組んでお り,な かで も
1990年代以降に取 り組んできた組織改革は,2000年代 にな り一段落 しつつあるが,人 事方針
は能力主義管理の徹底,成 果主義人事へ と移行 している。
雇用調整施策 としては,1990年代以降,引 き続 き配置転換,早 期退職優遇制度の導入 ・見
直 し,希 望退職者の募集,退 職勧奨等の施策が見られる(図 表(1)「リス トラクチャリングの
実施状況とその内容」参照)。
人事労務管理思想 としての能力主義管理,あ るいは成果主義に基づ く管理への移行は,個 別
企業における従業員の能力,成 果に基づ く個の管理の徹底 を意味 してお り,従業員の能力開発
には従来以上に関心を高めている。
また配置転換にともなうミスマッチの発生は,従 業員に自己の職務遂行能力が,内 外労働市
場においてどの様な水準にあるか,経 営にとって必要な能力か否かの再評価を迫 る状況 をつ く
り出 している側面 もある。
企業が取 り組む能力開発手段 として,例 えば,OFF・JTの重点投資対象者 としては,プ ロジ
ェク ト・マネージャー,ミ ドル ・マネジメントとともに,次世代の経営者候補者に対 しての比
重 を高めてお り,ま た,1990年代以降,意 欲のある従業員に対 しては積極的に能力開発援助
をするという傾向が定着 しつつある。
かつての ように全従業員を対象にしての能力開発投資から,個 々人に焦点をあてての能力開
発投資へ と比重が移行 してお り,行政 もキャリア ・コンサルティング2)の普及に努める等の
動向から,個 別企業においてもエ ンプロイアビリティ(employability)3)の高い従業員を育成
するための体制 を整備 しつつある。
先進的な企業が整備する能力開発 システムは,大 学院教育 を従業員の能力開発手段 として位
置づけ,か つての時代のような自前主義の企業内教育の枠から脱却するケースが出てきてい
る。
以上の様 な動向に,大学院が対応で きることを期待 されてお り,大学院の教員,教 材,教 授
法が時代のニーズに対応 していることが大学院に課せ られた課題 になっていると思われる。
3)学生 ・自治体等の期待
社会人の受入れを中心 とする大学院経営学研究科 に進学する学生のキャリア,進 学の動機,
学習の目的等は多様であるが(前 述),入試段階における面接試験での応答,入 学後の種々の
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図表(1)り ス トラクチャリングの実施状況 とその内容
(1)リ ス トラクチ ャリング実施 状況
'02年
'00年
計画を実施中
(既に実施) 計画を策定中
●
●● ●
計画策定を検討中 特に予定なし 睡 圏
7.6 21.2
???
??
i1.0 16.C 6.0麟一]
・96年■■ ■■■国■ ■■■■[亙 亙=17.6]
,94年■■■■ 国国■■■ ■[亜]]
2.4
13
1.4
37
(2)リ ス トラ クチ ャリングの 内容
??
?
??
??
?
??
?
?
?
?
?
?ー
?
?
?
?
「?
??
組 織改 変 ・・・・ ・・ …
人事方針 の見直 し ・・ …
事 業拠 点等 の統廃 合 ・ …
事務 管理部 門の効 率化 ・…
管理 職年俸 制 の導入 ・ …
部 門別独 立採算 主義導 入 ・ ・
℃2年
74.0%
68.0%
56.0%
54.0%
28.0%
26.0%
'00年 '98年
*複 数 回答
'96年'94年
80.8% 86.2% 83.3% 85.5%
67.9% 67.2% 68.3% 38.7%
52.6% 39.7% 45.0% 56.5%
67,9% 69.0% 85.0% 72.6%
34,6%29.3% 20,0% 6.5%
29.5% 20.7% 23.3% 16.1%
(3)雇用調整のための実施内容
??
?
??
?
?
??
??
??
?
?
?
?
?
?
?
配 置 転 換 ・ ・ ・ ・ ・ ・ …
採 用 抑 制 ・ ・ ・ ・ ・ ・ …
出 向 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …
早 期 退 職優 遇 制 度 導 入 ・見 直 し
希 望 退 職 者 の 募 集 ・ ・ …
退 職 勧 奨 ・ ・ ・ ・ ・ ・ …
ワ ー ク シ ェ ア リ ン グ ・ 一 ・ ・
℃2年
70.0%
66.C%
52.0%
52.0%
30.0%
10.0%
6.0%
℃0年 '98年
*複 数 回答
'96年'94年
57,7% 69.0% 65.0% 64.5%
80.8% 56.9% 78.3% 77.4%
62.8% 60.3% 75.0% 62.9%
50.0% 51.7% 55.0% 41.9%
14.1% 12.1% 13.3% 6.5%
2.6% 1.7% 3.3% 1.6%
一% 一% 一% 一%
資料 出所:第10回 調査報告書 『高齢化社会における企業 と個人(従 業員)の 現状 と対応 に関する実態』
(社)中高年齢者雇用福祉協会(2002年,5頁。)
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過程 において聴取 した学生の要望には次のような事項がある。
①入学にあたって提出する(あ るいは提出 した)研 究計画を,修 士課程修了段階においては
達成 したい。博士課程の学生は,学 位取得 を目標に しているケースが多 く,特 に,留 学生は
学位 を取得 し,帰国することを考えている。
②税理士資格取得希望者のなかには,す でに受験科 目の幾つかを取得 している者がお り,修
士課程修了 によって税理士資格 を取得する学生がいる。彼等は将来の業務を念頭 にお き,幅
広 く経営全体 を評価する知識,手 法の習得を希望 している。
③経営学分野の学習は,学 説,理 論,手 法等が実際の経営活動 において,ど の様 に使用 され
ているのか,ど の様な場面において有用なのか等々と,実務に則 した講義,解 説 を希望する
ケースが多い。
④ ビジネス体験,経 営者としての意思決定体験等 を整理するにあたって,最 も妥当と思われ
る理論,学 説 を学びたいという希望がみられる。
⑤経営者,管 理者として必要 とされる能力を習得 したいとい う希望 も少なくない。
⑥ 自治体 ・病院等の関係者のなかには,企 業経営の場において活用されている経営手法を研
究 し,現在 の組織改革を推進 したい という希望がある。
以上,大 学院経営学研究科設置の段階から,現 在 に至る僅かな期間(約10年間)で はある
が大学院に対する期待,要 望等を聴取 し,また教育課程において学生から聴取 した主たる事項
を列挙 したが,こ れらの事項のなかには大学院経営学研究科 を設置する時代的なニーズがみ ら
れ,ま た大学院運営上の目標,留 意事項として銘記すべ き事項 もある。
しか し,こ こに列挙 したニーズ,目 標,留 意事項等々がわれわれの大学院の運営に反映 して
いるかといえば,必 ず しも十分とは言 えず,反 省すべ き事項は少なくない。ここに列挙 したニ
ーズ,目標,あ るいは留意事項と思われる項 目に対 して,教 員 は教育の場において,ど の様 な
取 り組みをするならば,さ まざまな期待に応えられるかということを考 え,期待 に応える努力
をしなければならないといえる。
2.学 生 が 評価 す る授業 ・教 材 と学 習 成 果
1)授業に対する学生の評価
①特講(講義)に 対する評価
個々の大学院によって設置 されている経営学分野の講座は一様ではない。 しかも,そ れらの
全ての科目に該当する評価ではないが,筆 者が担当 している人的資源管理論 に関しての体験 を
整理する と,講 義式 の授業 を行 う場合はこの分野 を構成 している管理活動,歴 史等 を,1回
(一コマ)90分間で講義をす ることになる。
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簡単 な小論文テス ト,面接試験の結果のみによって入学 して くる学生は,出 身学部,経 営学
の基礎知識の保有度,キ ャリア等 々が さまざまであ り,「大学院生 ならば,こ のレベルの知識
は,当 然のこととして保有 しているであろう」 という前提で講義 をしても,講義の内容が全 く
理解できない学生 もいる。
日本語の理解力の不十分な留学生 もお り,た とえ丁寧な講義 をしても,講義内容を十分に理
解 している学生は極めて少ないのが実態である。
したがって,上 記の様な講義による授業は,日 本人の学生,留 学生の両者からの評価の低 い
授業 となる。
また,教 員が大学院生の時代 に経験 した授業の形式,あ るいは特定の教材(特 定の文献)を
使用 し,章,節 等の一部分を学生に研究,発 表させる形式の授業も,教材の内容,教 員の解説
等が,時 代 に対応 していない場合には評価が低 くなってお り,教員 としては,種 々検討 しなけ
ればならない点 といえる。
例 えば,Taylorの科学的管理法に関 して教科書に紹介 してある様 な解説 をしたとして も意味
はない。 しか し,学生 は,知 識として,教 科書の解説的な知識 を保有 していなければならない
が,そ の段階で終っていては発展はないのであり,IE(industrialengineering)の発展,ホ ー
ソン実験,そ して実験 の成果等々へ と拡げ,現 代の産業 において何 が,ど の様な過程,場 面に
おいて活用 されているか等々と,幅広 く,深 く,考えさせ,そ れらに基づいての講義をするこ
とが重要になる。
以上の様 な講義をすれば,例 えば,基 礎的な事柄をすでに知識 として保有 している学生も満
足することにな り,授業における講義は,非 常に重要な教授法ではあるが,学 生の評価 を分析
し,そ れへの対応を考えたとき,講義のしかたに対する教員の研究,工 夫が求められていると
思われる。
2)教材 に対する学生の評価
学生のなかには,将 来少数ではあるが研究者としての生活 を考えている者 もお り,学生の進
学動機,大 学院修了後の生活等々をふ まえ,授業の運営を考えねばならないが,教 材に対 して
も学生の状況 を念頭において対応することが期待 される。
演習であるならば,研 究者 になるためには,「この程度の文献は理解 していなければならな
い」 といった経験をもとにしての考えから,文献 を紹介することは,学 生が効率的に学習に取
り組むための過程 として理解できるが,講 義の場合 には,演 習以外の学生が参加 してお り,教
材の選択には配慮を要するといえる。 しか も,修士課程修了者はMBAと して社会に送 り出さ
れることにな り,欧米のビジネス ・スクールでの授業,出 身者 との対比において考えると,前
述の講義式による授業の形式 とともに,教 材についても検討 しなければならぬ状況がある。
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特 に,研 究上,あ るいは歴史的には重要な論文ではあって も,学 生に一定部分 を研究させ
(読ませる),まとめ させ,発 表 させる。そ して,教 員がコメン トするといった形式の授業の運
営は,教 員が文献の内容 を時代背景 とともに,現 代の産業,ビ ジネスにおける状況 をふまえ,
現代的なセンスでコメン トをしないか ぎり,ビ ジネスの第一線で活動 している学生を納得させ.
ることにはならないことになる。
経営学,あ るいは筆者の担当 している人的資源管理論特講 とい う領域 は,周知の様に変化が
速 く,基本書 とでも言うべ き文献(教 材)と,現 実のケーズが教材の中心になると思われる。
基本書 としての教材 は,演 習に参加 している学生は一読 しているか,あ るいは手元に置いて
学習する傾向があるが,演 習に参加 していない学生の大半は教材 を一読することもない状況で
ある。
したがって,ケ ース研究のフィー ド・バ ック過程においては,そ れ らを念頭においた フィー
ド・バ ックをすることが期待 される。 ここでの適切なフィー ド・バ ックとは,基 本的なことを
体系的に,か つ解説的に講義することを意味する。
授業 に対する学生の評価は,授 業に使用する教授法 と教材 とが一体 となって評価の対象とな
っているケースが多 く,両者の評価が低いことは,教 員に対する評価 として受けとめねばなら
ない側面がある。
3)学習の成果
大学院生が評価する 「授業,教 材 に対する評価」は,教 員に対する評価として受けとめねば
ならないが,そ れは,学 生のキャリア ・バ ックグラン ド,進学の動機,将 来への期待等々を念
頭 においての授業の運営,教 材の選択,活 用 をしていない教員に対する評価 という側面がある
からである。
学部学生 を対象に して実施する授業評価に関 しても種 々の考え,意 見があるが,大 学院,特
に社会人の受入に力点を置 く大学院の場合は,在学する学生の属性が多様であるという点から,
評価,評 価の方法に関 しても容易ではない。 しかも,演 習に関しての評価 となると,教員の指
導の しかた,専 門分野の程度等 に対 しての正 しい評価がなされに くい状況もあ り,大学院にお
ける授業評価の難 しさがある。
しかし,筆者の体験 したことではないが,教材,指 導法に関 して,次 の様なケースがあった。
ケース ・メソッ ドのケース(事 例)の 内容が陳腐である。何回かケース研究を体験すると,
フィー ド・バ ックの過程 においての教員のコメントが想定出来るため,授 業 に迫力がない等々
の学生の評価である。
大学院経営学研究科は,何 れの大学院においても,ケ ース ・ス タディ,ケ ース ・メソッドを
行 うであろうが,上 記の様 な学生の評価に対 しては教材および指導法に反省すべ き点があると
100 一 経 営 論 集 一
思われる。
1970年代,ヨ ーロッパの ビジネス ・スクールを中心にして教育指導 を行っていた,AnsofH.,
Heller.F.といった人たちが,ケ ース ・メソッドのフィー ド・バ ックの過程において,「私の指
導 した××社においては…」 「私の指導体験では…」等々の体験を交 えて,ケ ース分析,ケ ー
スか ら現実のマネジメン トに対 してコメントをするといった指導 を行っていたが,彼 等のクラ
スに参加 していた筆者 は,教材,指 導法に対 して学生の側の批判的な評価 を耳に したことはな
かった。
学生の批判的な評価の対象になる様な陳腐 なケースについては反省 しなければならない点が
多々あるが,た とえ内容的に必ず しも質の高いとは思 えぬケース(事 例)で はあっても,指導
の しかたでケースを活用できる場合は少な くない。また,フ ィー ド・バ ックの過程において,
教員の コメン トの言葉が想定出来るといった学生の評価は,わ が国の教員が実務的な体験 をし
ていない点に原因があると思われる。
その他,実 務 に直結 した講座において使用される教材が,実 務 とかけはなれた内容であると
い った評価 も少 なくない。
授業のすすめ方に関 しては,必 ず しも学習効果 を考えた運営がなされていない といった評価
が なされてお り,満足度の高い授業がなされているとは言えぬ状況にある。
3.経 営 教 育 と教 授 法
1)経 営 教育 に活用 されてい る教 授法
学校 教 育 にお け る教 授 法(Didaktik,Pedagogics)の研 究 の歴史 は古 く,経 営 教育 で使用 さ
れ る教 授法 は,そ の理 論 的な背景,具 体的手 法 にお いて も,教 授 学の影響 を受 けてい る ことは
言 うまで もな い。
ハ ー バ ー ド大 学 が ビジ ネス ・ス クール(GraduateSchoolofBusinessAdministration,
HarvardUniversity)を設置(1908年)し た後 に導 入 したケース ・メ ソ ッ ド(casemethod)が,
ビ ジネス ・ス クー ルの教 授法(teachingmethod)として広 く知 られる様 に なって,約 一世紀
を経 過 した。
わが 国 の経 営教 育(主 と して企業 内教育)に お いて,ケ ース ・ス タデ ィ(shortcase)が使
用 され る様 に な っ たの は,CCSト ップ ・マ ネ ジ メ ン ト ・セ ミナ ー,MTP(Management
TrainingProgram)等が導入 され た1950年であ り4),特殊 な環境,条 件 下 ではあ ったが,1950
年 前 にお いて,第2次 大戦後 の 占領 下 にお けるアメ リカ空軍立 川基地 内の 日本 人教育指 導者 を
対 象 に した トレーナー養成 プ ログ ラム(trainer'strainingprogram)におい て もケース ・ス タ
デ ィ(shortcase)が行 われ ていた5)。
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その後,日 本生産性 本部(現 社 会経済生 産性本部),日 本 産業訓練 協会が設 立 され(1955年),
前 者 は経営 コ ンサル タ ン ト養成等 を中心 に して,後 者 は企業 内の教 育担当者養 成,経 営 者,管
理者,監 督者 教育等 を対 象 に した種 々の講座 におい てケ ース ・ス タデ ィを使用 す る様 にな り,
ケー ス ・ス タデ ィは わが 国の産業 にお いて広 く使用 され る教 育手法 の一つ と して普 及 したとい
える。
図2企 業内教育 に使用 される教育訓練技法の体系
自己啓発援助
基本的能力開発方法
OJT(onthejobtraining)
講義法
知識 ・事実の習得に適し デモンストレーション(1)
た技法
?
?
?
?
?
?
(2)技能の習得に適 した技法
態度変容 ・意識改革に適(3)
した技法
問題解決力 ・意思決定力(4)
向上に適した技法
⑤ 創造性開発に適した技法
組織活性化 ・職場活性化⑥
に適 した技法
フ オロ ーア ップ に適 した
(7)技 法
見学
e一ラ ー ニ ン グ
実 習
シュ ミ レー ター 訓練
AV教 育
CAI教育
e一ラー ニ ング
討 議 法
ロー ル ・プ レー イ ング
TA(交 流 分析)
オ リエ ンテ ー リ ング
ゲ ー ム
行 動科 学 ・そ の 他 の研 究 成 果
を応 用 した手 法 一STな ど 一
ケ ー ス ・ス タデ ィ
ケ ー ス ・メ ソ ッ ド
イ ン シデ ン ト ・プ ロセ ス
課 題 研究 法
KT法
ビ ジ ネス ・ゲー ム
イ ン ・バ ス ケ ッ ト
そ の 他 の 問題 解 決,能 力 開発
の た め の技 法
ブ レー ン ・ス トー ミング
NM法
イ メー ジ ・ トレー ニ ング
TKJ法
ミュニ ケ ー シ ョン を よ くす る
ため の技 法
フ ァ ミ リ ィ ・ トレー ニ ング
リー ダー 養 成 の ため の技 法
マ ン ・ツ ゥ ・マ ン教 育
e一ラー ニ ング
(注):梶 原豊 『活かそ う!教 育 プランー各種教育訓練技法 とその選択 一』中央職業能力開発協会,
1991より作成。
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しか し,個 別企業内教育 において使 用 されるケース ・ス タデ ィのケースは短縮 ケース
(shortcase)が多 く,これらは一般的に単純なケース(simplecase)が多いといえる。
したがって,ビ ジネス ・スクール等では,入 学 して直後のケース ・スタディ(introductory
case)として使用 される場合が多 く,こ の水準のケース ・スタディのみでは本格的に問題分析
力,問 題解決力,意 思決定力を向上させ ることを目的にしたケース研究にはな り得ぬ と思われ
る。
現在,わ が国の経営教育(企 業内教育)に おいては,多 くの手法が活用されているが(図2
「企業内教育に使用 される教育訓練技法の体系」参照),ケース ・スタディ,ケ ース ・メソッド
は,そ れらの一部である。
個別企業内において,あ るいは専 門団体 において実施される教育訓練においては,そ れぞれ
の教育 プログラムの目的にそった多様 な技法が活用 されているが(図2参 照),なかで も学校
教育において と同様 に,講 義法が最 も広 く活用されている点に注 目してお く必要がある。
すなわち,知 識,情 報(事 実)を 習得するのに効果的な講義法は,学校教育において,あ る
いは経営教育において も基本的な技法 といえる。
また,企 業内教育においては,多 面的な考え方を学び,学 習過程において態度変容,意 識改
革にも影響 を与 える討議法が活用 される頻度は高いが,ケ ース ・スタディ,ケ ース ・メソッ ド
等の学習過程においても討議の過程があ り,その過程が学習効果を高めるという点か ら,さ ま
ざまなプログラムにおいて討議法が使用 されている。
学部のゼ ミナール教育の場 において,あ るいは大学院の演習,特 講(参 加する学生数によ'っ
て工夫が必要になる)の場においても,討議法は効果的な方法である。
さらに,職 場の問題解決を目的にした教育,創 造性開発訓練等 において活用 されることがあ
るブ レーン ・ス トー ミング(BrainStorming),KI法等々と,簡 単なゲーム,ロ ール ・プレイ
ング(roleplaying)等は,学 校教育,経 営教育の場を活性化 させ,効 果的な学習過程になる
と思われる。
2)経営学研究科において使用 している教授法
多様なキャリア ・バ ックグランド,進学の動機,留 学生等々の学生で構成 される社会人大学
院の学生 を対象 にして,か つて筆者が習得 し,仕事で使用する機会のある教授法を種々の場面
で使用 してみた。
先ず,一 般に使用する講義法である。
周知の様 に講義法の長所として,抽 象的な概念や基本的事項,体 系的な提示,説 明には効果
的であ り,あ らゆる授業の過程において使用されるが,そ の短所 としての学生が受動的になり
がちであ り,また学生の理解の程度が把握 しにくいという諸点に十分 に配慮 した講義 をするこ
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とを心 が けてい る。 その理 由は,前 述 の様 に社会 人大学 院生 の多様 性 にあ る。筆 者の心 がけて
い る講 義 は,学 生の知識,情 報等 の レベルの把握,講 義 内容 の理 解度等 を把握す るため に全体
質問,あ るいは指名 質問 を し,回 答の 内容,程 度 を吟味 しつつ講義 をす る。
学生 が理解 を してお くべ き事 項 に関 して は,確 認 テス トの問題 を作成 し,講 義 の前 に回答 さ
せ,そ の内容 をコメ ン トしつつ講 義 をす る。
講義 テ ーマに関 しての事 例,情 報等 は,資 料 として配付 し,理 解 を促す等 々の工夫 をす る。
以 上 は,講 義 の みで授業 を行 う場 合 の配慮 であ るが,通 常 は,終 始講 義 のみで90分 間の授
業 を行 うこ とは な く,ク ラスの状 況,学 生の理解 度等 に対応 して,あ るいは ケース研 究 の場合
は,そ れ に対応 して幾 つかの教授 法 を活用 しつつ展 開 してい る。
例 えば,ケ ー ス ・ス タデ ィ(shortcase)を実施す る場合 も,90分 の授 業時 間で は十分 に時
間 をかけた研究 を行 うこ とが出来 ない ため,次 の様 な プロセスで行 う。
ス テ ップ(1):個人研 究(ケ ース研究 を行 う一週 間前 にケ ース を配布)
ス テ ップ(2):小グル ープ研 究
ス テ ップ(3):全体研 究
ス テ ップ(4):フィー ド ・バ ック(コ メン ト)
上記 の プ ロセスで行 うケース ・ス タデ ィは,ス テ ップ(1)において個 々 人が ケース分析 を行
い,自 分 の考 え をま とめる過程 と して位置 づ けてい る。職業 体験 が一様 でな く,時 に 日本語能
力,日 本 の ビジネス に関す る知識 の乏 しい留 学生 がい るため,十 分 に時 間をか けて個 々人が研
究す る。
ステ ップ(2)は,授業 当 日に,ク ラスに参加 してい る学生 を一 グル ープ五 人程度 の小 グル ー
プ に編 成 し,ス テ ップ(1)の結 果 をグルー プ内で発 表 させ,討 議 させ る。 ケー スに よっては グ
ルー プの統 一見解 を出させ る(約20分)。
ス テ ップ(3)は,クラス全体 で討議 を行 う。
ケ ースの内容 に よっては,ロ ール ・プ レイ ングを体 験 させ る。 ケース に関す る(エ グゼ クテ
ィブ)レ ポー トを書 かせ発 表 させ る等 々,学 生が ケース研究 を通 じて,問 題 分析力,問 題解決
力,意 思 決定力 を向上 させ るとい う目標 とともに,コ ミュニケ ーシ ョン能力,文 章表 現力(レ
ポー トライテ ィングカ)を 高め るこ とに努 め る。
ス テ ップ(4)はケー ス ・ス タデ ィの ま とめ に なるた め,関 係 す る学説,主 張,文 献 の紹介 を
行 う。 ケースの 内容 によっては,筆 者の体験 している企業診 断,経 営 者 ・管理者教育,ア メ リ
カ,ヨ ー ロ ッパ等 の動向等 々 を紹介 して ケース ・ス タデ ィを終了す る。
修士 課程 を修 了 す る とMBAの 称号 を出す ことにな ってい るため,状 況 が許せ ば(年 度 によ
って異 なる),本 格 的 なケー ス ・メ ソ ッ ド,イ ンシデ ン ト ・プ ロセス(incidentprocess),'イ
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.ン・バスケッ ト・ゲーム(inbasketgame)等々を行 うこともあるが,こ れらの技法を用 いた
授業 を体験 させる場合は,土 曜 日,あ るいは日曜 日を使用する等,長 時間の授業が可能な曜 日
以外は不可能であ り,過去,数 回実施 したに過ぎない。
以上,筆 者が使用している教授法 を活用 しての授業展開を行 うだけでも,院生は授業の方法
を高 く評価 しているが,MBAを対象に した授業としては十分とは言えない。
3)問題解決力 ・意思決定力 ・課題形成力の向上に効果的な教授法
アメリカ,ヨ ーロッパ等の ビジネス ・スクールにみ られる1年間,あ るいは2年間にわたっ
て,ケ ース ・メソッド(casemethod)を中心にして行われる経営教育の目的の一つに,問 題
解決力,意 思決定力の向上がある。
わが国におけるMBA教育 において,海 外のビジネス ・スクールとほぼ同様の教育 目的を掲
げる大学院 もあるが,諸 外国のビジネス ・スクール と同様の教育 を行っている大学院,あ るい
は行える大学院が存在 しているか否かの調査は していないが,筆 者の所属する大学院経営学研
究科は 「生涯学習の場」であ り,かつ学生の大多数が仕事 を持っているパー トタイム ・ステユ
ーデン トである状況から,本格的なケース ・メソッドを実施する場合には検討 しておかねばな
らぬ点が少 なくない。 しかし,こ れ らの大学院修士課程修了者 もMBAであ り,ビ ジネス社会
に定着 しているMBAの イメージに少 しで も近づける努力をわれわれは日常の授業において工
夫することを求め られていると認識 している。
筆者は担 当する講座 および講座を通 じて,MBAが保有する能力 を教育到達 目標に している
が,筆 者は2年間の修学期間において高めるべ き能力 として,管 理者候補者選抜プログラムと
して使用 されているヒューマ ン ・アセスメ ント・プログラム(humanassessmentprogram)
図 一(3)「ヒ ュ ー マ ン ・ア セ ス メ ン ト ・デ ィメ ン ジ ョ ンー 覧 表 」
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資 料 出 所:マ ネ ジ メ ン ト ・サ ー ビ ス ・セ ン タ ー 編 『ヒ ュ ー マ ン ・ア セ ス メ ン トは ど こ ま で 進 ん だ か 一
導 入 企 業 の 活 用 事 例 一 』 ダ イ ヤ モ ン ド社,1989年,106頁 。
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の能 力評価 項 目(dimension)を学 生の啓発 努力 目標 と して示 し,日 常 の授業 に おいて も,そ
れ ぞれの評価項 目(dimension)を念 頭 にお きつつ教 育 を行 ってい る(図(3)「 ヒュ ーマ ン ・
ア セスメ ン ト ・デ ィメ ンジ ョンー覧表」参 照)。
同上 プ ログラム を実施 す る過程 におい て用 い られ るグルー プ討議,問 題分析 ・意思決 定演 習,
発 表 演 習 等 は,年 間 を通 じて頻繁 に行 い,学 生 に啓 発 す べ き能 力 を意 識 させ る。 そ して,
MBAと して高め たい問題解 決力,意 思決定力,課 題 形成力 に関 して は,「課題研 究法」 と称 し
て筆 者が学 生 に課 す るケース研 究,ま た はケース,資 料 等 に基づ いての課題 を研 究す る プログ
ラムが ある。
ここで用 い るケース は,筆 者が 関わ った企 業診断 ,あ るいは経 営者教 育,管 理 者教育 等々 を
実施 す るにあた って実施 した教 育ニ ーズ に関 する調査(trainingneedssurvey),資料等 をもと
に して作 成(casewriting)したケー ス を使用 す る。課題 と して学生 に課 す研究 資料 は ,内 外
の新 聞,雑 誌の記事,ILO,官 公 庁,専 門団体等 々の報告 書等 の一部 を資料 と してお り,ケ ー
ス,資 料 は常 に最新 の もので ある こ とを心 が けてい る。
筆者 が行 ってい る課題研 究 は,過 去 に様 々 な制 約条件下 にお いて体験 した,全 国の地方銀行
職員 を対 象 に して実施 した教育方 法が ヒン トになって いるが,同 上 の教育 目標 には 「経営評価
能力 の向上 」 があ り,こ こで は企 業診 断等 の デ ー タを も とに した,あ る程 度,本 格 的 なケ ー
ス ・メ ソッ ドの ケース と課題 を用意 しての教 育で あった6)。
筆 者 らは毎回約100名の参加 者 を対象 に した教育 を行 ったが,同 上の教育 を① チー ムづ くり,
②課 題研究 法の 目的 ・す すめ方,③ デー タの収集 と分 析,④ 小 グルー プ研 究,⑤ 中グルー プ研
究,⑥ 大 グルー プ研 究の ステ ップで実施 した。筆者 が 院生 を対 象 に実施 して いる課題研 究 は,
次 のス テ ップに よる(前 述)。
ステ ップ(1):チー ムづ くり(ク ラスが始 まる最初 の時 間 に,5人 を1チ ーム にグルー プ編成
す る)
ス テ ップ(2):課題研 究 の 目的 ・すすめ方 を説明す る
ス テ ップ(3):個人研 究(デ ー タの収集 と分析)
ス テ ップ(4):グルー プ研 究
ス テ ップ(5):全体研 究
ス テ ップ(6):フィー ド ・バ ック(コ メ ン ト)
ス テ ップ(7):レポー ト作成 ・提 出
以上 のス テ ップに よって実施 して いるが,ス テ ップ(1)は,課題 を3～4回 実施 す るまでは同
一 の メ ンバ ーで行 う。 メ ンバ ーの編成 は,日 本 人,留 学生,年 齢,キ ャリア等 々 をふ まえて編
成す る。
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ステ ップ(2)は,課題研究を最初に行 う時以外は行わない。
ステ ップ(3)は,課題 を学生に課すのは,通 常,授 業の一週 間前であ り,学生は課題に関す
る情報,デ ータを自分で収集 し,分析す る。課題に関 して,学 生は自分の考えを整理する。
ステップ(4)は,ステ ップ(3)において個: 人々が整理 した考えを,メ ンバ ー全員がグループ内
で発表 し,多面的に研究交流をする場 とする。
ステ ップ(5)は,クラス全員で課題 に関 して討議 し,全体 を通 じての状況 をフィー ド・バ ッ
クする(ス テ ップ(6))。以上の各ステップを体験 した後に,学 生は課題 に対 しての自分自身の
考 えを簡潔にレポー トする。
以上 は筆者の行っている課題研究の学習のステップであるが,課 題 によっては,一 課題 ×2
週間,一 課題 ×3週間を要 している(週1回90分授業という制約のなかでの実施)。
詳細 については省略するが,課 題研究をすすめる過程 においては,筆 者が使用できる教授法
をクラス(場)の 状況,推 移に応 じて使用 しての授業を行 う努力 をしている。
幸い筆者の行っている授業展開は,種々の相乗効果がみられ,修了 した学生達の評価 も高 く,
種々の制約条件のある社会人を対象にした大学院経営学研究科 における教授法 として,さ らに
工夫 をしてみる価値があると考えている。
4.期 待 に応 え る大 学 院経 営 学研 究 科 の教育
1)教員の配置 と教員に期待 される体験
社会人 を対象に した大学院経営学研究科を設置す るにあたって実施 したヒアリング調査に基
づいて,そ の期待されていた側面のみに焦点をあてて自己評価をするな らば,そ れらの一部分
は達成することが出来たと考えるが,教 育機関として重要な役割を担っている教員の配置およ
び教員に期待 される体験については考えねばならぬ点が多々ある。
大学院を設置するにあたって行われている教員の資格審査 は,従 来通 り,文部省(現 文部科
学省)あ るいはそれにかわる第三者機関によって厳正に評価することは重要であり,仮 に学内
の手続 きのみによって教員人事 を決めることが可能であるならば収拾がつかなくなる恐れがあ
ると思 われる。また,分 野によっては,「特任教授制度」を導入 し,広 く内外か ら教員を求め
ることが大学院教育を充実 させる方策の一つと思われる。
多様 なキャリアの学生を受入れる社会人大学院は,多 様なキャリア,業 績のある内外のエキ
スパー トを教員に受け入れ,教 育体制を充実させなければ,広 く社会の期待に応 え得る大学院
としての発展は望めない とも思われる。
諸外国出身の留学生が学ぶ大学院等では,学 位の審査 をするにあたって,審査担当の教員が
学位 を所得 していない場合に,「学位 を所得 していない教員が,何 故,我 々の学位論文の審査
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が 出来 るの か」等の批判 的 な発 言 を耳 に した こともあ り,研 究 者 と して大 学,大 学院等 で教鞭
をとる者 は,学 位 を取得 している こ とが望 ま しい ことは言 うまで もな い。
資格取 得 を 目的 に入学 して くる院生 の指導 は,そ れ ぞれの分野 のエ キスパ ー トが あ たるこ と
が望 ましいが,応 々に して専 門分 野の エキスパ ー トを大学 または大学 院教 員 と して採用 を考 え
て も,採 用規程 に合致 しない ケースが あ り,教 員 採用規程 を現実 に合 わせ て改正 す るか ,弾 力
的 な運用 を しなけれ ばな らない場 合 もある。
修士課程 は,修 了す る にあ たって修士論 文の執筆 を課 してお り,論 文の執 筆指導 を行 える教
員 で なければ な らないが,何 れに して も多 様 なキ ャリアの学生 の指 導が可 能 な教員 の配置が望
ま しい とい える。
教 員の専 門分野 に関す る職業体験 は,講 義,ケ ース ・ス タデ ィ,そ の他 の場 面 におい ても説
得 力 を持 った要件 に なる とい え る。例 えば,筆 者 が かつて参 加 してい た プロ グラムにお いて,
前述 のDr.Heller,F.A(TavistocklnstituteofHumanRelations)は,ヨーロ ッパ,ア メ リカ企
業 を中心 に しての経 営指導体験,あ るい は国際比較研 究の デー タを用 いて 自身が 開発 したゲ ー
ム(OrganizationalDecisionMakingGame)を用 いて,意 思決定 に関す る講 義 を してい たが,
その 自信 に満 ちた講義,幅 広 い経営指 導体験,自 身の開発 したゲ ーム を用い ての授 業 のすすめ
方 は学生 の高 い評価 を得 ていた。
ヨー ロ ッパ,ア メ リカの ビジネス ・ス クールの教員 の多 くが,そ れぞれの分野 にお いて,実
際の企 業等 での指導体験 を有 してお り,そ こでの種 々の体 験 は授 業 において効果 的 に活 用 され
て いるが,わ が国 において は残念 なが ら教 員 の専 門分野 での実務 体験が 乏 しく,説 得力 のある
授 業 が少 ない と思 われる。
わが国の大学 院経営学研 究科 お よび実務 に直 結 した高度 専 門職 業人 を養成す る大 学院 が,内
外 の期待 に応 え得 る学 習の場 にな るために は,専 門性 と教 育力 を備 えた教 員 を如何 に して育成
し,確 保 す るか とい う点 が課題 にな る と考 える。
2)教 材 ・教 授法 に対す る研 究
学 習用 のケ ース(事 例)を 作成(casewriting)する にあ たって,わ が 国で は企 業側 の資料
の提供,協 力 を得 られぬ場 合が あ り,陳 腐 なケ ース,時 代遅 れの ケース,情 報 ・資料 の不十分
なケ ースが少 な くない。
したが って,ケ ースの作 成 にあ た っては,よ りわが国の企 業等 の協 力が必 要であ る こ とを前
提 に して も,主 要 な ビジネス ・ス クールの教材 とは比較 にな らない状 況 にあ る とい える。
教授 法 に関 して も,ヨ ー ロ ッパ,ア メ リカ の主 要 な ビジ ネス ・ス クー ルが 組織 して い る
ISBM(InternationalSchoolsofBusinessManagement)が,実施 してい るITP(lnternational
TeachersProgramme)に類 す る機 会,場 のな いわが 国の状況 で は7),効果 的 な教授 法 が発 展
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する可能性は少 ないが,こ こではわが国の専門団体が産業 を対象にして行って きた筆者 も体験
したことのある教育指導者養成講座(trainer'straining)を参考に して私見 を述べておこう。
筆者が1970年代 に体験 した教育訓練指導者養成講座((社)日 本産業訓練協会)は,8日 間
のプログラムであったが,筆 者はこのプログラムを受講することによって,企 業内教育の基本
的なすすめ方 を習得することが出来たと考えている。
同上プログラムは,イ ンス トラクターとして最も重要な話 し方の演習から始まり,経営活動
における人材育成機能,イ ンス トラクターのあ り方,学 習の原則等々についての講義の後 は,
すべて体験学習によってすすめられた。
企業内教育 において最 も使用 される頻度の高い講義法,討 議 ・会議指導法,ケ ース ・スタデ
ィ,ロ ール ・プレイング,ド リル,コ ーチ ング,リ ーディング ・アサインメン ト,創造的思考
法(ブ レー ン ・ス トー ミング他),問題解決等々については,講 座の参加者が全員 トレイニー
(trainee)とな り,ト レーナー(trainer)としての役割 を体験 し,ト レーナーとしての体験学
習では,全 参加者 と講座を担当 している全講師から様々なコメン トがあるとい うすすめ方であ
った。そ して,本 講座 を修了 した後に,企 業等における教育スタッフとしては必須の知識であ
り,方法論 となる教育訓練ニーズ(trainingneeds)の調査,プ ログラム設計,プ ログラムに使
用する教育訓練技法(teachingmethod)の選択,会 場の設定等々を学習するための講座(「訓
練調査基礎講座」),組織開発(OD:OrganizationDevelopment),職場開発等の展開を学ぶ講
座(「訓練指導者応用講座」)等々を受講すれば,企業内教育の基本的な知識,手 法を学習する
ことが出来 る仕組みになっていた。 しかし,専門団体の専門家 として活動するためには,以 上
の基本的な講座 を受講するのみでは十分ではなく,その他にさまざまなプログラムの トレーナ
ー養成講座 に参加 し,教育指導体験 を積み重ねる必要があったが,問 題はわが国の大学,大 学
院において教職 に就いている者の大半は,企 業内教育 に関 して実施 されている様 な基本的な教
育方法に関する講座を受講 していない ということである。
社会人大学院の学生に対 して,い まここで(hereandnow)何をした らよいか,ど の様な対
応 をすることが学習効果 を高める教育になるかがわかる教員であることが求め られているとも
いえる。
3)期待 される産官学協同研究機会の積極的な拡大
わが国においては,産 学協 同研究,産 官学協同研究に対する取 り組みに障害のあった時期が
あったが,1990年代以降は状況が一変 し,幸 いに,さ まざまな形での協同研究が拡が りつつ
ある。
しか し,経営者団体,あ るいは広 く社会の期待 に応え得 る大学,大 学院のあ り方 に,積極的
に対応 している大学,大 学院がある反面,大 学,大 学院の側に,時 代の潮流に対応する積極的
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な姿勢が欠けている,あ るいは経営資源 を備えていないケース もあ り,大学間の格差が急速に
あ らわれつつある。
時代の潮流に積極的に対応スル努力をしている大学,大 学院の場合は,教 員は時代に対応 し
た知識,情 報の収集が可能であ り,その知識,情 報が個々の授業に反映され,授 業の活性化が
期待で きる。
特に,社 会人を対象にした大学院の場合は,企 業等に勤務 しつつ学んでいる学生が多 く,授
業で学んだことを直ちに実務で活用 してみたいという気持ちで授業に参加 している者が少なく
ない。その様 な学生 に対 して,過 去の学説を紹介 しているだけで終わっていた り,文献に紹介
されてある事項 を述べているだけでは,彼 等の納得を得ることは出来まい。
如何 に過去の学説,文 献に述べられている事項を現実の事象等 々と照合 して講義で きるかが
重要であ り,大学,あ るいは大学院 という組織 として,産 官学協同研究の機会を拡大 し,教員
が現実を知ることが重要だと思われる8)
5.お わ りに 一今後 へ の期 待 一
社会から期待 される大学か否かは,「改革に積極的」「産学連携に積極的」「競争力のある研
究」「社会人教育に積極的」「国際性が豊か」等々が大学評価の項 目になるとされているが9),
恐 らくここにあげられている様 な評価項 目に積極的に取 り組んでいる大学は,将 来にわたって
生 き残れる大学であろうと思われる。
大学発ベ ンチャー企業の育成,大 学 とVC(venturecapital)との提携,技 術経営(MOT)
を学べる大学院の設立,日 米英三大学共同大学院の設立,産 官学協力による地域活性化 プロジ
ェク ト等々が発表 され,大 学が積極的に活動 している事例 も出ている。 また都心の立地条件の
良い施設に大学院を開設するケースもあ り,わが国においても大学,大 学院が社会にどの様に
対応するかが問われる時代になったといえる。
企業経営においても,過去の歴史,伝 統,ブ ラン ドのみでは激 しい企業間競争に打ちかてな
い時代 といわれ,常 に,環 境変化 に対応 しての改革が求められている。
大学,大 学院においても,社会環境の変化に対 して,積 極的に対応 してゆ く努力 をしないな
らば,社 会の期待 に応え得 る教育機関 としての価値 を持たない時代である。特 に,社 会人を対
象にした大学院は,広 く社会か らの評価 を受ける教育機関であ り,時代 に対応 した教育機関で
あることが,こ の社会に存在 し得る大学院 としての要件を備えることになると思われる。
筆者のささやかな体験ではあるが,多 様 なキャリア,年 齢,留 学生を対象に しての教育は,
種々の障害,問 題に直面 しているが,す でにそこから研究者,起 業家,職 業会計人等々も輩出
してお り,ま た産業人の教育の場 としての役割 を果た しつつあると自負 している。
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さらに,産 業構造転換,リ ス トラクチャリング等に対応 しての産業人のキャリア ・チェンジ
(careerchange)を援助する場 として,あ るいは産業人がキャリアを考える場 としての役割 も
果たしており,今後 ともに,時代の激流,変 化に対応 してゆ く大学院のニーズは高 く,教員は
変化に対応 してゆく努力をし続けることが期待 される。
本稿 は,2003年8月～9月 日中人的資源開発国際 シンポジウムのために滞在 していた北京の
宿舎において執筆 をしたが,当 地の北京大学,清 華大学,中 国人民大学,北 京交通大学等々の
何れ もが積極的に経営教育を実施 してお り,わが国の大学,大学院 との交流 を希望 しているが,
わが国の大学,大 学院もより積極的に国際的に通用する高度専門職業人の育成,職 業人のキャ
リア ・デベ ロップメン トに有用な教育の場 として発展する努力を しなければならないと考 え
る 。
注
1)『日本経済団体連合会2002～2003』(社)日本経済団体連合会,2002年8月。
2)第7次 職業能力開発基本計画(計 画対象期間平成13年度(2001年)～17年度(2005年))において,キ ャ
リア ・コンサルティングとは 「労働者が,そ の適性や職業経験等に応 じて自ら職業生活設計を行い,こ れ
に即 した職業選択や職業訓練等の職業能力開発を効果的に行 うことができるよう,労働者の希望に応じて
実施される相談」を意味するとしている。また職業能力開発促進法(昭 和44年(1969年)法律第64号)第
10条の四の規定に基づき 「労働者の職業生活設計に即 した自発的な職業能力の開発及び向上を促進するた
めに事業主が講ずる措置に関する指針」が定め られ,事業主が労働者に対 して行うキャリア形成支援策の
一つとして,次の相談,援 助をキャリア ・コンサルティングとしている(指針第二)。
①労働者自らの職業経験及び適性に関する十分な理解を促進すること。その際,労働者の希望等に応じ,
キャリシー ト記入に係る指導その他の労働者自らの取組を容易にするための援助を行うこと。
②労働者自らの職業生活設計及びこれに基づ く実務の経験,職 業訓練の受講,職 業能力検定の受検等 を
容易にするための相談を行うこと。
上記の活動ができるキャリア ・コンサルタントの養成が行われている。
3)エ ンプロイアビリティ(employability)に関 して,日本経営者団体連盟(現 日本経済団体連合会)は 次の
様に定義している。
広義のエ ンプロイアビリティ(雇用されうる能力)と は,狭 義のエンプロイアビリティ(現在働いてい
る企業等から他の企業等への労働移動を可能にする。外部に通用する市場価値のある能力)に,「現在働い
ている企業等の中において発揮され,継続的に雇用されることを可能にする,当該企業内部での価値を有
する能力を加えた能力」であるとしている。
B経連教育特別委員会 ・エンプロイアビリティ検討委員会報告 『エンプロイアビリティの確立をめざし
て一 「従業員 自律 ・企業支援型」の人材育成を一」日本経営者団体連盟(現 日本経済団体連合会)教 育研
修部,1999年,8頁。
4)岡 本秀昭,岩 内亮一他著r産 業訓練百年史一日本の経済成長と産業訓練一』(社)日本産業訓練協会,1971
年,330一一374頁。
5)例 えば,FEAF(FarEastAirForce)SchoolforCivilianPersonnelAdministration「JapaneseTraining
Instructor'sCourse」1954,等において,幾つかの教授法とともにケース ・スタディが行われていた。
6)百 瀬恵矢 ・梶原豊 『課題研究法による経営管理能力開発』白桃書房,1985年,に紹介 してある。
7)ITP(lnternationalTeachersProgramme)は教育の源泉は教えることと学ぶことにあるとの観点から,
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"Enhancingteachingandlearning""Develo
pingyourcareerinbusinesseducadoバ等 々 の教 授 法 を学 ぶ会 合
を持 っ て い る。 ま た,ヨ ー ロ ッパ の ビ ジ ネ ス ・ス ク ー ル等 で 組 織 化 され て い るEuropeanAcademyof
BusinessinSocietyは,第2回の 会議 に お い て次 の 会合 を予 定 して い た(2003年9月)。
(1)"whatareweresearchingandteachingonbusinessinsocietyinEurope'sacademicinstitutuinsP"一
LaunchoftheEuropeanSurveyonCSRinBusinessEducation★CSR:CorporateSocialResponsibility
(2)"DevelopingleadersipandleamingonCSRincompanies:partnershipandcollaboration"
(3)"TheEuropeanpoll(ycontributiontoknowledgeandlearningonCSR:developmentsandnextstepsin
theEuropeanMulti-stakeholderForum(CSREMSForun:)"
(4)¶hefutureofbusinesseducation:respondingtocorporateneedsonbusinessinsociety"
(5)"Meetingthechallengeoflearningandinnovationintheareaofbusinessinsociety"
以 上の 他 にworkshopとしてLearningandinnovationthroughbusinesseducation:mainstreamteachingcases
等 々が 予 定 され て い た。
8)産 学 官 連 携 推 進 委 員 会 等 は,大 学 等 は ,教 育 ・研 究 活動 を通 じて,社 会 にお け る技 術 や ビジ ネ ス の イ ノベ
ー シ ョ ン(革 新)の 基 礎 を形 成 す る 。 新 しい 「知 」 の時 代 にお け る企 業,大 学 等 の教 育 ・研 究 の 活 性 化 や
新 産 業 の 創 出 等 に よる 国 家 ・社 会 の発 展 に とっ て極 め て有 効 な シ ステ ム で あ り,産 ・学 ・官 それ ぞ れ の役
割 を明 確 に しつ つ,一 層 強 化 され る こ とが必 要 で あ る と して,産 学 官 連 携 の課 題 ,関 連 施 策 の あ り方,早
急 に取 り組 むべ き施 策等 々 を発 表 して い る。
『新 時代 の 産官 学 連 携 の構 築 に向 け て一 大 学発 の連 鎖 的 な新 産業 の創 造 を加 速 す る ため に一 』(中 間取 り ま
とめ)。 科学 技 術 ・学術 審 議 会,技 術 ・研 究 基 盤部 会,産 学 官 連携 推 進 委 員 会 ,2001年7月31日。 また,経
済 産 業省 は 「経 済 活性 化 を支 え る 高等 専 門人材 育 成 事 業 」 を推 進 して い る 。
9)「 「頼 れ る」 大 学 ラ ンキ ン グTOP30」日経 ビジ ネ ス,日 経BP社,2003年7月28日号 。
